チェルノブイリ事故による集団被曝量とそれにともなうガン影響
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はじめに

　チェルノブイリ事故は，原子力平和利用史上最悪の事故であった．核爆発とそれに続く10日間の黒鉛火災は，チェルノブイリ原発４号炉を完全に破壊しただけでなく，大量の放射性核種を環境に放出する結果となった．そのため，北半球の多くの国々が放射能で汚染された．その中には，チェルノブイリから数1000kmも離れた国々もある．たとえば，数多くの放射性核種が日本でも検出されたのである1-3．

チェルノブイリ事故で世界一ひどい汚染をうけた国はベラルーシである4．ベラルーシでは，国土の23%がセシウム137で１Ci/km2以上の汚染をうけた．また，ロシアとウクライナの広大な地域も汚染された5-7．

　チェルノブイリ事故がベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナに厖大な社会経済的な影響をおよぼしたことについては，世界中の専門家と国際的な組織の間で意見は一致している4,7-9．同様に，事故直後から，旧ソ連の被災地住民にさまざまな心理的ストレスが生じていることも認められている4,7-11．しかしながら，チェルノブイリ事故が（心理的なものをのぞいて）医学的な影響を生んだかどうかについては，専門家の間に深刻な意見の相違がある．たとえばＪ・ゴフマンは，チェルノブイリ事故で影響をうけた北半球全体の国について評価を行なったが，それによると，47万5000人の致死的なガン，1万9500人の白血病，さらに47万5000人の非致死的なガンが生まれる12．E・イワノフは，有意な医学的影響，とくに甲状腺ガンと白血病が生じると予測している13．

　逆に，原子力に関係する国際的な諸団体は，被災地住民に不安感や心理的ストレスが生じていることを認めながらも，それ以外の深刻な医学的な影響は否定してきた8-11,14-16．旧ソ連の被災地で得られてきた信頼できるデータ4,7,17をみれば，このような論争が存在することが信じがたい．このような論争が存在している原因の１つを，Ｊ・ゴフマンが解説している18．彼の指摘によると，チェルノブイリ事故が生むガンや白血病の数を予測するには，放射線のリスク係数を用いる必要があるが，一部の専門家は誤ったリスク係数を使っており，それがチェルノブイリ事故による医学的影響予測に関する上述の差異を生んでいる．

　チェルノブイリ事故の生物医学的影響を予測するにあたって，決定的な誤りを生んでいるもう１つの原因は，集団被曝量の評価に関連している．いくつかの評価8,12-16では，事故直後に評価された環境への放射性核種放出量19,20を用いている．しかし，近年，チェルノブイリ事故が放出した放射能の総量について，より正確なデータが得られているし，旧ソ連国内に沈着したいくつもの放射能のより正確なデータも得られている5-7．正確なデータが近年得られてきたことにより，チェルノブイリ事故の医学的な影響を独自に評価できるようになってきた．本報告は，チェルノブイリ原発事故がもたらした放射線影響について，具体的なデータに基づいて総合的な評価を試みたものである．

　本報告の評価では，以下の限定をつける．第１に，ガンや白血病といった放射線の確率的影響だけを取り上げる．第２に，チェルノブイリ原発の職員と事故処理作業者（リクビダートル）については，評価から除外する．すなわち，チェルノブイリ事故による一般公衆の被害だけしか本報告では取り上げない．第３に，本報告の評価は他の評価13-16,20と同様に，集団被曝量の評価に当たって単純なモデルを用いる．集団被曝量の評価は，地表に沈着した放射性核種からの空間線量を測定データに基づいて計算することからはじめる．以下，その手順を示す．

被曝量評価の基本的考え方

　ある期間τにおける集団被曝量

は，




(1)

と書ける．ここで，
N　 ：被曝した人数，


[image: image74.wmf]：期間τにおける個々人の被曝量（実効線量当量）の平均値．

また，

は外部被曝量

と内部被曝量

の合計として以下のように書ける．





 EMBED Equation.2  
 


(2)

　ベラルーシ汚染地域の各居住区についてまとめられている被曝量カタログ21のデータにしたがい，ベラルーシ被災地住民が1991-1992年の間にうけた平均的な外部被曝と内部被曝の割合を，それぞれ60%と40%とする．τという被曝期間内のどの時点においても，外部被曝と内部被曝のこの割合が成立していると仮定すれば，


[image: image2.wmf]H

 

 

=

 

t



 EMBED Equation.2  [image: image3.wmf] 

6

.

0

,

ext

H

t


(3)


[image: image4.wmf] 

0.4

  

=

 

int

 

,

t

t

H

H


(4)

となる．

　ベラルーシ住民の集団被曝量を評価するにあたって，上のどちらの式を使ってもよい．ただ，

を評価するよりは

を評価する方がはるかに簡単なので，ここでの評価には(3)式を用いる．平均外部被曝量

は以下の式で評価できる．
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(5)

ここで，

　

　：セシウム137の当初汚染が１Ci/km2であった地域に住む住民の平均外部被曝量，

　

　：汚染地域全体にわたって平均した セシウム137の初期沈着量．

この

は




(6)

として与えられる．ここで，

Ｑ０　：汚染地域に沈着した セシウム137の総量（ソースターム），

Ｓ　：汚染地域の総面積，

である．上に示した式から，集団被曝量（集団実効線量当量）を評価するという仕事は，

と Q0 ，Sの値を求めることに帰着する．

　当初のセシウム137汚染レベルが１Ci/km2であった場合の平均外部被曝量
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の値は，汚染地域での空間線量率（(R/h，マイクロレントゲン／時）の測定値あるいは計算値から求めることができる．そして，空間線量率を期間τにわたって積分すれば，（積算の）空間線量P(（レントゲン，R）が求められる．

　つぎに，この値はつぎの式で空気の吸収線量D(（ラド，rad）に変換できる．




(7)

　ここで，

C1
：空間線量（レントゲン）から空気吸収線量（rad，ラド）への変換係数0.873

である22．

ついで，吸収線量（ラド）から線量当量（rem，レム）への変換係数をC2とすれば，求めたかった被曝量（線量当量）の値が得られる．




(8)

空気中の線量率と線量の再評価

　チェルノブイリ事故で影響をうけたベラルーシのさまざまな地域について空間線量率を知ろうとしても，データはほんのわずかしかない．そのため，こうした値を知ろうとすれば，なにがしかの計算手法と土壌の汚染データが必要となる．

　空間線量率を計算するためのもっとも単純なモデルは，いわゆる半無限平面汚染モデル（地表面に均一な密度の汚染が広がった状態）であり，それぞれの放射性核種からのガンマ線に関する定数を用いて地表１ｍの高さでの空間線量率を計算する（空間線量率換算係数の算出）．このモデルにしたがえば，時刻ｔにおける空間線量率は，つぎの式で与えられる．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(9)

ここで，

表１　ベラルーシのいくつかの汚染地域における1986年4月26日から2056年4月26日まで（70年間）の地表１ｍでの積算空間線量(ミリレントゲン，セシウム137汚染１Ci/km2当り).

年
ゴメリ州

ベトカ地域
モギリョフ州

クラスノポリエ地区
セシウム特異汚染地域
原発近傍

北部地域
総放出量を平均化した汚染

1986
258.0
212.7
225.1
622.5
369.1

1987
414.0
358.8
366.7
815.1
517.6

1988
531.7
471.9
476.8
947.9
628.0

1989
623.4
561.4
564.2
1048.6
715.5

1990
698.0
635.0
636.2
1128.8
787.5

1991
760.8
697.2
697.4
1195.1
848.7

1992
815.2
751.4
750.8
1251.7
902.1

1993
863.2
799.3
798.2
1301.3
949.5

1994
906.5
842.6
841.1
1345.7
992.4

1995
946.2
882.2
880.5
1386.1
1031.8

1996
983.0
919.1
917.2
1423.4
1068.5

1997
1017.4
953.4
951.4
1458.1
1102.7

1998
1049.8
985.8
983.8
1490.2
1135.0

1999
1080.5
1016.6
1014.4
1521.5
1165.7

2000
1109.9
1046.0
1043.8
1551.1
1195.1

2001
1138.0
1074.0
1071.8
1579.2
1223.1

2002
1164.9
1101.0
1098.7
1606.3
1250.0

2003
1191.1
1127.3
1125.1
1632.4
1276.3

2004
1216.3
1152.4
1150.1
1657.4
1301.4

2005
1240.3
1176.4
1174.1
1681.3
1325.4

2006
1263.2
1199.3
1197.1
1704.2
1348.3

2016
1447.8
1383.9
1381.6
1888.8
1532.8

2026
1573.8
1509.9
1507.6
2014.7
1658.7

2036
1660.8
1596.9
1594.6
2101.8
1745.7

2046
1721.1
1657.2
1654.9
2162.1
1806.0

2056
1760.4
1696.6
1694.3
2201.4
1845.3

　n　：空間線量率に寄与する（ガンマ線を放出する）放射性核種の数，



　：ｉ番目の核種の単位沈着量当りの空間線量率換算係数（(R/hr）/(Ci/km2)，



　： セシウム137の初期土壌汚染密度を１1Ci/km2とした場合の核種ｉの初期汚染密度，



　：核種ｉの半減期，



：核種ｉが土壌中に移動していくにしたがって時間とともに変化する遮蔽係数，

　通常，
[image: image8.wmf](t)

×
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は，すべての核種が同じ遮蔽係数

を持つとの仮定のもとで計算される．すると，(9)式は次式に簡略化される．
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　　(10)

(10)式をｔ=0からｔ=τまで積分すれば，期間τの間の（積算）空間線量が得られる．
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(11)

(10)式と(11)式に基づいてベラルーシのいくつかの地域での空間線量率や空間線量を計算し，その結果を図１，表１，２，３に示した．こうした計算をするためには，チェルノブイリ事故による放射性核種の沈着の実測データが必要であり，それらは文献５に与えられているもの（表４）を用いた．表５には

と

の計算に使ったガンマ線放出核種の半減期と空間線量率換算係数を示した．

表２　ベラルーシのいくつかの汚染地域における積算空間線量（Ｄ）への各ガンマ線放出核種の寄与（Ｄi）

1986年4月26日から1986年8月31日までの約４ヶ月間
放射性核種
各放射性核種の寄与（Di / D, %）


ゴメリ州

ベトカ地区
モギリョフ州クラスノポリエ地区
セシウム特異汚染地域
原発近傍

北部地域
総放出量を平均化した汚染の場合

239Np
0
0
0
0.9
0.8

99Mo
0
0
0
0.2
0.1

132Te
25.3
21.6
26.9
22.1
19.5

131I
12.6
10.7
10.5
6.6
7.3

140Ba
9.1
7.6
6.5
11.3
16.6

141Ce
0
0
0
0.8
0.5

103Ru
10.0
11.1
11.6
10.2
5.2

95Zr
0
0
1.4
27.8
25.0

110mAg
0
0
0
0
0

144Ce
0
0
0
0.7
0.7

106Ru
6.8
3.3
4.0
3.7
2.0

134Cs
21.1
26.7
22.1
9.9
12.6

125Sb
0
0
0
0
0

137Cs
15.1
19.0
17.0
5.8
9.7

表３　ベラルーシのいくつかの汚染地域における積算空間線量（Ｄ）への各ガンマ線放出核種の寄与（Ｄi）

1986年4月26日から2056年4月26日までの70年間
放射性核種
各放射性核種の寄与（Di / D, %）


ゴメリ州

ベトカ地区
モギリョフ州

クラスノポリエ地区
セシウム特異汚染地域
原発近傍

北部地域

239Np
0
0
0
0.2

99Mo
0
0
0
0

132Te
2.7
1.9
2.5
5.1

131I
1.3
0.9
1.0
1.5

140Ba
1.0
0.7
0.6
2.6

141Ce
0
0
0
0.2

103Ru
1.2
1.1
1.2
2.6

95Zr
0
0
0.2
8.3

110mAg
0
0
0
0

144Ce
0
0
0
0.6

106Ru
3.0
1.2
1.6
3.4

134Cs
16.4
17.0
15.5
16.0

125Sb
0
0
0
0

137Cs
74.4
77.2
77.4
59.5

　遮蔽係数

については，今中，瀬尾，小出23が用いた以下の指数関数モデルを使って計算した．
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　ここで，



と

：土壌中を移動する核種のうち，素早く移動する成分とゆっくり移動する成分の割合，



と 

　：土壌中へ垂直に移動する速度定数．

　チェルノブイリ事故後の一定期間におけるこれらの割合や定数の値を表６に示した．これらの値は，旧ソ連水理気象委員会の専門家が土壌中への放射性核種の垂直移動を測定した実験値５に基づいている．彼らは，さまざまな未攪乱土壌について放射性核種の垂直移動を測定している．ここでは，ベラルーシの汚染地域の代表的な特性として，芝ポドゾル土壌についての値５を用いた．

　図１は，チェルノブイリ原発での核爆発後，はじめの１週間における，ベラルーシのいくつかの地点での空間線量率の変化を示している．地面，屋根，家や建物の壁に沈着した放射性核種の組成が異なるため，セシウム137（137Cs）の沈着量が同じであっても，空間線量率は３倍程度違うことが分かる．

表４　ベラルーシの汚染地域に沈着した放射能の組成比（セシウム137の放射能量を１とする)5
放射性核種
ゴメリ州ベトカ地区
モギリョフ州クラスノポーリエ地区
セシウム特異汚染地域
原発近傍北部地域
総放出量の比

239Np



33.33
6.67

99Mo



3.33
3.33

132Te
14.13
9.5
12.78
33.3
16.7

131I
14.13
9.5
10.0
20.0
16.7

140Ba
1.086
0.714
0.67
3.67
3.33

141Ce



3.67
3.67

103Ru
1.957
1.714
1.994
5.33
2.67

95Zr


0.056
3.33
3.33

110mAg




0.01

144Ce



2.00
2.33

106Ru
1.413
0.55
0.722
2.00
1.0

134Cs
0.545
0.545
0.5
0.67
0.5

125Sb




0.02

137Cs
1.00
1.00
1.00
1.00
1.0

表５　汚染地域に沈着した放射性核種の半減期と空間線量率換算係数5
核種
半減期, T1/2, 日
換算係数*, Ki,8

239Np
2.35
2.9

99Mo
2.73
5.1

132Te
3.27
45.9

131I
8.04
7.3

140Ba
12.6
41.5

141Ce
32.5
1.2

103Ru
39
8.9

95Zr
64
28.3

110mAg
250
50.3

144Ce
284
0.8

106Ru
368
3.8

134Cs
755.6
29.1

125Sb
985.5
7.9

137Cs
11023
10.7

    *注，換算係数の単位は((R/h)／(Ci/km2)
表６　放射性核種の土壌中垂直移動に関するパラメータ

期間（年）
a1
l1
(1/年)
a2
l2
(1/年)

0 ( t ( 1
0.61
1.25
0.39
0.4

0.5 ( t ( 16.5
0.4407
0.18
0.4068
2.75(10-3

16.5 ( t ( 100
0.5345
0.18
0.4934
1.375(10-2

　もっとも空間線量率が大きいのは，いわゆる「もっとも近いゾーン」である原発北側の地域である．このゾーンは，チェルノブイリ原発から北側に約100km程度，それほど広くない帯として広がっている地域である．もっとも空間線量率が小さいのは，いわゆる「セシウム特異汚染地域」と呼ばれる地域であり，そこではセシウム同位体（セシウム137とセシウム134）が相対的に濃く沈着している．ただ，短半減期の放射性核種が減衰したため，空間線量率の相違は大変素早く消え去った．チェルノブイリ原発の核爆発後１月もたった後では，ベラルーシ内でのセシウム137汚染１Ci/km2当りの空間線量率の値はほぼ同じとなった．

図１　ベラルーシのいくつかの汚染地域における事故後数週間の地上１ｍの空間線量率の変化

（セシウム137汚染が１Ci/km2の場合)
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　文献７によれば，30kmゾーン内には，セシウム137による汚染レベルが数100Ci/km2を越える場所がある．そのような場所では，爆発直後には空間線量率が数100mR/h（ミリレントゲン／時）に達したものと思われ，チェルノブイリ事故以前の値と比べて数10万倍にもなった．

　本報告での計算によれば，チェルノブイリ事故後最初の数カ月において重要な役割を果たしたのは，１年以下の半減期を持つ核種である．表２と表３には，どの放射性核種がどの程度空間線量に寄与したかを，ベラルーシ内のいくつかの地点ごとに示した．表２に示したデータを見れば，事故後最初の数カ月においては，短半減期の核種が空間線量全体の50%以上を占めていることが分かる．とくに，「原発近傍北部地域」（ブラーギン地区はこのゾーンに含まれる）では，短半減期核種の全体への寄与が85%に達している．

　チェルノブイリ事故後数カ月の間に，30kmゾーンの住民が避難しているが，彼らに対する放射線影響を評価しようとすれば，沈着した放射能の組成を考慮しなければならない．ただ，きわめて長期間にわたる外部被曝を考慮する場合には，短半減期核種の寄与はそれほど大きくないことを表３のデータは示している．その表には，ベラルーシ各地における1986年4月26日から2056年4月26日に至る70年間の積算空間線量の計算値を示してある．この表を見れば，事故後70年間の積算空間線量を考えると，セシウム134（半減期約２年）より半減期が短い核種の寄与は全部合わせてもわずか７%にしかならないことが分かる．したがって，チェルノブイリ事故の影響を実質的に決めるのは，セシウム同位体ということになる．

　したがって，集団被曝量を評価するに当たっては，セシウム同位体以外の核種を必ずしも考慮する必要はなく，セシウム同位体の汚染レベルを正確に知ることと，計算モデルを正確にすることの２点に努力を集中することが大切である．ただ，「原発近傍」の北部地域では，事故後70年間の積算外部被曝量に占めるセシウム同位体以外の核種の寄与がおよそ25%に達する．

　ベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナの汚染地域の大部分の土壌における放射能汚染は，「セシウム特異汚染地域」の汚染と類似したものであることがよく知られている．そのため，土壌の初期の表面汚染データから外部被曝量を計算するに当たって同一のデータが使用できることになり，ベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災者全体の集団被曝量を評価することが容易となる．

セシウム137の汚染レベルが１Ci/km2の場所では，チェルノブイリ事故後70年間の外部被曝量の積算値が地表１ｍで評価して約1700ミリレントゲンとなることを表１に示した．このうちセシウム137の寄与は1311ミリレントゲン，全体の77.4％を占めている．

居住環境における線量率と線量

　外部被曝による集団被曝量を評価しようとする場合，未攪乱土壌でのデータをそのまま使うことはできない．なぜなら，チェルノブイリ被災者のうちでも，そのような場所で日常的に生活しているような人はほとんどいないからである．たとえば，ウクライナの専門家による調査７によれば，汚染地域で生活している７歳以下の子供の場合，１日のうち自宅やその他の建物の外ですごしている時間はわずか13%でしかない．すなわち，もっとも感受性の高い集団である子供たちは，1日のうち87%を屋内ですごしており，最低87%は住居区域ですごしているということである．ウクライナの国家報告７によれば，7歳から18歳のいわゆるティーンエイジャーの場合，屋外ですごすのは18%，すなわち，屋内ですごしている時間が82%である．屋外ですごしている時間の割合がもっとも高いのは，年金生活者であり，36%となっている．それらのデータから，汚染地域住民全体では，およそ20%の時間を屋外ですごし，80%を屋内ですごしていることになる．つまり，汚染地住民は少なくとも80%の時間を住居のある区域，すなわち土壌汚染データをそのまま適用できない環境ですごしていることになる．したがって，未攪乱土壌でのデータを使ってしまうと，集団線量を著しく過大に評価してしまうことになる．

　そこで，こうした誤りを避けるために，(10)式，(11)式に，もう１つの修正係数KSを導入する．つまり，同じ汚染レベルのもとで，未攪乱土壌での空間線量と，住居区域内で測定される空間線量との比である．(10)式，(11)式はそれぞれ以下のようになる．
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　(14)

表８　ブリャンスク州の汚染地域における屋内外の地上１ｍでの平均ガンマ線量率，(R/h（1990年秋）
居住区
平均汚染密度, Ci/km2
屋外
屋内

フェドロフカ
2.2
19.4
14

グリンノエ
5.2
26.6
15

クリンツィ
5.9
20.2
14

ベリキ・トポル
7.1
29
16

ロパトニ
8.1
32.2
17

ウノシェボ
10.8
41.2
17

レスノフカ
15.9
57.6
26

ノボ・ジプコフ
18.5
54.8
19

ゴルデーフカ
21.6
69
25

ズリンカ
28.4
93.6
25

ビシコフ
29.6
93
47

ミルニ
32.6
84.6
22

スターﾘｰ・ビシコフ
33.9
128
32

ここで，



：その居住区での地表１ｍでの空間線量率，




：期間τにわたるその居住区での地表１ｍの積算空間線量．

　つぎに，未攪乱土壌という条件と実際の居住条件の間での，外部被曝量の差を考慮するためのきわめて明快な方法を示す．旧ソ連の水理気象委員会には「タイフーン」グループと呼ばれる科学作業班が組織されており，その専門家が測定した外部被曝量の実測値を利用するやり方である．このグループは，1990年秋にブリャンスク州のいくつかの汚染居住区で，空間線量率の大規模な測定を実施している．彼らの測定は，道路，中庭，花壇，菜園，屋内などにわたっている．この調査で測定された空間線量率のデータを，居住区ごとに平均して表７に示した．

表７　ブリャンスク州の異なった地域における地上１mでの平均空間線量率，(R/h（1990年秋）24
居住区
平均汚染密度, Ci/km2
道路
ベンチ
中庭
花壇
菜園
屋内

フェドロフカ
2.2
19
18
19
20
21
14

グリンノエ
5.2
27
23
27
28
28
15

クリンツィ
5.9
20
19
19
21
22
14

ベリキ・トポル
7.1
28
28
27
30
32
16

ロパトニ
8.1
32
30
31
34
34
17

ウノシェボ
10.8
35
39
39
45
48
17

レスノフカ
15.9
54
51
49
61
73
26

ノボ・ジプコフ
18.5
53
52
49
58
62
19

ゴルデーフカ
21.6
50
65
67
79
84
25

ズリンカ
28.4
106
85
90
87
100
25

ビシコフ
29.6
82
85
89
100
109
47

ミルニ
32.6
58
65
78
109
113
22

スターリー・ビシコフ
33.9
145
132
108
112
143
32

表７の第３欄から第７欄に示されたデータを用いれば，屋外での空間線量率の算術平均値

を以下のように求めることができる．
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ここで，



：道路で測定された空間線量率




：ベンチで測定された空間線量率，




：中庭で測定された空間線量率，




：花壇で測定された空間線量率，




：菜園で測定された空間線量率．

　こうして求めた

の値は，表８の第３欄に記載した．一方，屋内における空間線量率の測定も引用文献24に与えられており，比較のため表８の第４欄に記載してある．

　ここで，セシウム133換算汚染レベルAeffを以下の式で定義する．
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ここで，




：セシウム137の空間線量換算係数((R/h)/(Ci/km2)


[image: image15.wmf]g
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：核種ｉの空間線量換算係数




：核種ｉの事故直後の汚染密度

図２は，Aeffと

の関係を示したものである．

の値はAeffとよい相関性を示しており，直線関係として以下のように数式化できる．
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　ここで，A と B は定数．[image: image66.wmf][image: image67.wmf]0
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図２　Aeffの関数として表した屋外での地上１ｍでのガンマ線空間線量率
　この式は大変単純なことを示している．(17)式で，Aeff　を0に近づければ，

はA値に近づいていく．このことは，チェルノブイリ事故で汚染をうけなかった土地の空間線量率，言い換えれば，自然バックグラウンドの空間線量率がAであることを意味している．(17)式のB値，すなわち図２の直線の傾きの値は，1990年秋時点における，セシウム137換算汚染レベル（Aeff）単位量当りの空間線量率である．最小自乗法を使うとAとBの値はそれぞれつぎのように求められる．

A=8.555　 (R/hr
B = 2.381　((R/h)/ (Ci/km2)
　この値を(17)式に代入すれば，つぎの式となる．
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(18)

　ここで，

 は(R/hで与えられる．

　図２に示した実線は(18)式に基づいて描いたものである．

　一方，ブリャンスク州の居住区での屋内の空間線量率は引用文献24に示されており（その値は表７の第8欄，表８の第４欄に記載してある），それについても上と同じ操作を行なう．すると，屋内の被曝線量率

については，以下の式となる．




 (19)

図３　Aeffの関数として表した屋内での高さ1mでのガンマ線空間線量率
　図３の実線は(19)式に基づいて引いたものである．図２と比較して，図３に示した実測値データは実線からかなりばらついていることに注意しておこう．なぜそうなるかは簡単に説明できる．ブリャンスク州のそれぞれの居住区では，屋外における被曝の状況はそう大きくは変わらない．それに対して，屋内の被曝条件はかなり大幅に異なる．田舎では，たいていの場合，木で家を造るが，木は放射線の遮蔽能力がレンガやコンクリートに比べて小さい．そして，都会ではレンガやコンクリートが建築材料として使われている．そのため，かりに屋外における空間線量率が等しかったとしても，都会の屋内での被曝線量は田舎に比べて小さなものとなる．このことが，図２に比べて図３ではデータのばらつきが大きくなっている理由である．

　住居区域での屋外，屋内の空間線量を計算するための(18)式，(19)式は，1990年の秋だけにしか適用できないことに注意しよう．ただし，これらの式を，任意の時刻ｔにおける空間線量率を計算できるように書き換えることができる．まず，(16)式を以下の形に書き換える．
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ここで，



：事故直後の セシウム137汚染密度，

　

は以下の式で定義される関数である．
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　一方，(20)式を変形すると，

は以下のようになる．
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　すると，(13)式は，
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となる．1990年における
[image: image22.wmf])
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の値は，
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であり，つぎの式で求められる．
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ここで，



：放射性核種が土壌の垂直方向に沈降していくことによる遮蔽係数，




：1990年における土壌のセシウム137換算汚染レベル．

　一方，(18)式はつぎのように書くことができる．
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　ここで，



：1990年秋の時点における居住区の屋外での空間線量率，




：時間に依存しないバックグラウンドの空間線量率，
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：空間線量率へのチェルノブイリ事故の寄与．

　(18)式と(25)式を比べると，
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であることが分かる．この式の左右両辺を

で割ると，
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となる．

この式の左辺を，
[image: image29.wmf]R
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と定義する．この値は，事故直後のセシウム137汚染が１Ci/km2であるときの，チェルノブイリ事故による1990年の屋外空間線量率である．
当然のことながら，


 = 
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であるから， (24), (27) ,(28)式を組み合わせれば，以下の式となる．
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この式から
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となり，さらに，(30)式はつぎのように書き換えられる．
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　この(31)式で与えられる修正係数

を(23)式に代入し，整理すると，
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となる．

　ただし，
[image: image35.wmf]Aeff

t

*

(

)

は以下の式で定義される「実効汚染レベル」である．
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　(32)式の左右両辺に

をかけると，
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となる．ここで，



：チェルノブイリ事故による事故直後のセシウム137土壌汚染密度が

である場合の，時刻ｔにおける屋外の空間線量率．

　

の値は(12)式で評価でき，

= 0.604である．この値を(34)式に代入すると，
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(35)

となる．ここで，
3.944
：実効汚染レベル単位量当りの空間線量率((R/h)/ (Ci/km2)

　屋外での空間線量率の合計は次式となる．単位は，(R/h．
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　屋内での空間線量率についても同じように求めることができ，次式となる．単位は屋外の場合と同様に(R/hである．
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　(37)式は屋内での平均的な空間線量率を与えるが，11.814という定数の項はバックグラウンド放射線によるものである．右辺第２項はチェルノブイリ事故の放射能汚染による屋内空間線量を示している．
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　ブリャンスク州の居住区だけでなく，それ以外の地域での集団被曝量の評価にも(35)～(38)式が使えるという点については，若干の補足が必要であろう．その点を以下に述べる．

　「タイフーン」の専門家たちは，屋内外の空間線量率をブリャンスク州の居住区で測定したが，その場所はゴメリ州との境界に近い．したがって，(35)～(38)式が，ゴメリ州の汚染地域でも使えると考えることは許されるであろう．放出された全放射性核種の大部分が，旧ソ連のうちベラルーシとウクライナの森林地帯に落下し，そうした場所は地質化学的な特性がきわめて似通っていることも考慮に入れる必要がある．さらに，ベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災地域の居住区では，それが都会であっても田舎であっても，住民の生活スタイルや職業上の活動がきわめて似通っている．ブリャンスク州の住民とその他の旧ソ連内の被災地での住民との間で，被曝の状況が似ているというわれわれの仮定は，チェルノブイリ事故以前のベラルーシの自然放射線バックグラウンドデータからも裏付けられる25．文献25によれば，ミンスク，ボリソフ，ビテプスク，ソリゴルスクといった都会では，1981-1982年における平均的な空間線量率は10.6μR/h（マイクロレントゲン／時）であった．また，ミンスク州の田舎でのそれは9μR/hであった．これらの値は，われわれがブリャンスク州の居住区について求めたバックグラウンド空間線量率の値（～8.6μR/h）にきわめてよく一致している．

　(18)式，(19)式および(35)～(38)式を，ブリャンスク州以外の居住区での空間線量の評価に適用できることは，建物の遮蔽係数（SF）からもいえるであろう．すなわち，(18),(19)式，あるいは(36),(37)式を用いて計算したSFの値が，実験データに基づいて評価した値と大変よい一致を示すのである．建物の遮蔽係数は建物内外での空間線量率の比として与えられ，(18),(19)式，あるいは(35)～(38)式をもとに計算できる．

　図４に以下の式で評価した遮蔽係数の値を示す．
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　図４から分かるように，遮蔽係数は

が増加すると減少する．その値は，

=0（非汚染地域）における約1.4から，

が20～80の範囲での0.3～0.4という値まで変化する．

　表９は，(35)式に基づいて，いくつかの期間について屋外での積算空間線量を計算した結果である．この表には線量の合計値とともに，短半減期核種，セシウム同位体別の寄与も示した．表９の計算をするにあたっては，表１，表３に示したデータも利用した．

　表９に基づき，さまざまな期間にわたって，居住環境においてセシウム137が単独でおよぼす空気吸収線量を推定することができる．その計算結果を表10に示す．この表には，「セシウム特異汚染地域」の未攪乱土壌での空気吸収線量の推定値も示してある．

　表10には，ミラーら27や，ゴフマン12がチェルノブイリ事故影響評価で用いたデータに基づく値も示した．ゴフマン自身は，セシウム137による空気吸収線量の評価は行なっておらず，彼の値はベックとプランケの研究28やUNSCEARの報告29に基づいている．

表10　セシウム137による地上１ｍの積算空気吸収線量：１Ci/km2の場合，単位：ラド
場所
期間，年

出典


50
70
90
無限期間


森林地帯
1.195
1.365
1.495
—
Ｋ・Ｍ・ミラーら27

未攪乱土壌
0.707
0.807
0.866
—
Ｋ・Ｍ・ミラーら27

耕地(深さ15 cmまで耕作)
0.481
0.559
0.625
—
Ｋ・Ｍ・ミラーら27

耕地(深さ30 cmまで耕作)
0.296
0.348
0.370
—
Ｋ・Ｍ・ミラーら27

未攪乱土壌
1.058
1.145
1.193
—
Ｍ・マリコ（本報告）

居住区の屋外
0.392
0.425
0.444
—
Ｍ・マリコ（本報告）

ゴフマンが用いた値
1.15*
1.25**

1.44
Ｊ・ゴフマン12

注
*
1.44 rad/km2 を 0.80倍して求めた．


**
1.15 rad/km2  に係数 0.425/0.392をかけて求めた．

表９　チェルノブイリ事故による「セシウム特異汚染地域」の地上１ｍの積算空間線量

セシウム137 の汚染が１Ci/km2の場合，単位：ミリレントゲン(mR)
期間[年]
短半減期核種
134Cs
137Cs
全核種合計

50
45.4
98.6
449
593

70
45.4
98.6
486.6
630.6

90
45.4
98.6
508.6
652.6

図４　汚染レベルの関数として表した遮蔽係数
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　本報告で未攪乱土壌について計算した空気吸収線量の値は，ミラーら27のデータに基づいて森林地帯について計算した空気吸収線量ときわめてよい一致を示している．また，本報告の未攪乱土壌についての計算値は，ゴフマン12が用いた値ともよく一致している．一方，居住環境について評価した値は，ミラーらが深さ15cmおよび30cmまで耕した土地について評価した値の中間に収まっている．もう一歩進めていうと，居住環境についての本報告での評価値は，ミラーら27が異なった深さの耕地について評価した値の算術平均値にほぼ等しい．たとえば，ミラーら27のデータに基づいて，70年間にわたる積算空気吸収線量を計算すると，深さ15cmまで耕した土地については0.559ラド，深さ30cmまで耕した土地の場合には0.348ラドとなる（表10参照）．両者の算術平均は0.453ラドである．この値は，本報告で居住環境における空気吸収線量として評価した値（0.425）と比べて，わずか7%大きいだけである．

　このことは，以下のことを考えれば，とくに感嘆すべきことである．すなわち，本報告での評価は，チェルノブイリ事故による汚染をうけたブリャンスク州という地域の実測値に基づき，それも大変大きなレベルのセシウム137汚染に関連して評価したものである．一方，ミラーらのデータは，大気圏内核実験による全地球規模での放射性降下物に関連して，セシウム137の土壌中へのしみ込みを研究するなかで得られたものである．そのうえ，その研究はブリャンスク州の汚染地域から数1000kmも離れた米国において行なわれたのである．こうしたことを考慮すれば，本報告で線量率を評価するために用いた方法やここで示した線量の計算値は，きわめて信頼性があるといえる．

　チェルノブイリ事故被災者の集団被曝量を評価するにあたっては，居住環境でのデータに基づかねばならない．もし，未攪乱土壌についてのデータを用いると，少なくとも３倍ほど大きく集団被曝量を評価してしまうことになる．この点を頭に入れた上で，表９に示したデータを使ってさらなる評価を続けよう．

　セシウム137による汚染が１Ci/km2である場合の外部被曝量（線量当量，rem）の平均値は，つぎの式と表９に示したデータを使えば求められる．
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(40)

ここで，
C1
：空間線量から組織吸収線量への換算係数（rad/R），

C2
：組織吸収線量から線量当量への換算係数（rem/rad），

F1
：修正係数（たとえば，積雪による空間線量への影響など），

F2
：屋外居住係数（屋外ですごす割合，無次元），

F3
：建屋遮蔽係数（無次元），
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を計算する場合に，それぞれの係数は以下の値を用いる．C1=0.93（rad/R）；C2=0.72（rem/rad）；F1=１；F2=0.2（文献20）；F3=0.212．
係数F3の値は，(35)式と(38)式を用いて，つぎの式で求めた．
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　(41)式から分かるように，建屋遮蔽係数F3は実効汚染レベル

に依存しない．つまり，すべての汚染地域でF3 値は同一となる．(39)式と(41)式で，建屋遮蔽係数が異なっているのは，つぎの理由による．すなわち，(39)式ではバックグラウンド放射線とチェルノブイリ事故による両者を考慮しているのに対して，(41)式はチェルノブイリ事故によって地面に沈着した放射能からの放射線だけを考えているからである．本報告の目的はチェルノブイリ事故による影響を評価することであり，バックグラウンド放射線とチェルノブイリ事故による放射線とを分けて考える必要がある．

　(40)式のC1, C2, F1, F2 およびF3 のそれぞれの係数に数値を代入すると，以下のようになる．
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　つぎに，セシウム137 による汚染が１Ci/km2である場合について，外部被曝と内部被曝を合わせた平均線量当量
[image: image46.wmf]*
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を求める．
(3)式と同じように，
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であり，(42)式を代入すれば，
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　70年間にわたる被曝について，(44)式を適用すると，単位汚染量当りの平均線量当量は，

= 0.26 rem/(Ci/km2) となる．この最後の値は，表９に示した
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事故で放出された放射能の量

　環境に放出された放射能の総量（「ソースターム」と呼ぶ）は，それによって事故の規模が決まるため，放射線の影響を考えねばならないあらゆる事故で重要なファクターとなる．チェルノブイリ事故直後に，破壊された原子炉から放出された放射能についてのデータをソ連の専門家が示した19．その値を表11に転載する．ソ連の専門家によれば，チェルノブイリ原発４号炉が爆発して最初の10日間に5000万Ciの希ガスを含め，総量で１億Ciのさまざまな放射能が放出された．後になって，文献19の評価は過小評価だったことが分かった．たとえば，1988年に出されたUNSCEARの報告20では，環境に放出されたセシウム137の量は，実はソ連専門家が示した値の２倍であることが示されている．ウクライナの専門家によれば，チェルノブイリ原発事故で放出された放射能の総量は1.09(1019Bq（2億9600万Ci）に達する7．この値は，1986年にソ連の専門家が示した値の約３倍である．チェルノブイリ原発から放出された放射能についてのウクライナの専門家の評価値を表12に示す．
表11　チェルノブイリ原発から放出された

放射能量19
核種***
放出放射能量*

（単位：100万Ci）

1986.4.26　1986.5.6**
炉心蓄積量に対する割合[%]

133Xe
5
45
ほぼ100

85mKr
0.15
—
ほぼ100

85Kr
—
0.5
ほぼ100

131I
4.5
7.3
20

132Te
4
1.3
15

134Cs
0.15
0.5
10

137Cs
0.3
1
13

99Mo
0.45
3
2.3

95Zr
0.45
3.8
3.2

103Ru
0.6
3.2
2.9

106Ru
0.2
1.6
2.9

140Ba
0.5
4.3
5.6

141Ce
0.4
2.8
2.3

144Ce
0.45
2.4
2.8

89Sr
0.25
2.2
4.0

90Sr
0.015
0.22
4.0

239Np
2.7
1.2
3.2

238Pu
0.1(10-3
0.8(10-3
3

239Pu
0.1(10-3
0.7(10-3
3

240Pu
0.2(10-3
1(10-3
3

241Pu
0.02
0.14
3

242Pu
0.3(10-6
2(10-6
3

242Cm
3(10-3
2.1(10-2
3

*) 誤差 ( 50%　**) 1986年5月6日までの総放出量
***)測定できた代表的な核種について示した．
表 12. 事故時の炉心内放射能量と1986年4月26日に換算した放出放射能量７
事故直前の原子炉内放射能蓄積量

(1986年4月26日)
1986年4月26日の時点に換算した総放出放射能量

核種
半減期
放射能量 (1000兆ﾍﾞｸﾚﾙ)
炉内量に対する放出割合[%]
放射能量

(1000兆ﾍﾞｸﾚﾙ)

133Xe
5.3 d
6 500
100
6500

131I
8.0 d
2 300
50-60
(1760

134Cs
2.0 a
180
20-40
(54

137Cs
30.0 a
280
20-40
(85

132Te
78.0 h
2 700
25-60
(1150

89Sr
52.0 d
2 300
4-6
(115

90Sr
28.0 a
200
4-6
(10

140Ba
12.8 d
4 800
4-6
(240

95Zr
1.4 h
5 600
3.5
196

99Mo
67.0 h
4 800
> 3.5
>168

103Ru
39.6 d
4 800
> 3.5
>168

106Ru
1.0 a
2 100
> 3.5
>73

141Ce
33.0 d
5 600
3.5
196

144Ce
285.0 d
3 300
3.5
(116

239Np
2.4 d
27 000
3.5
(95

238Pu
86.0 a
1
3.5
0.035

239Pu
24 400.0 a
0.85
3.5
0.03

240Pu
6 580.0 a
1.2
3.5
0.042

241Pu
13.2 a
170
3.5
(6

242Cm
163.0 d
26
3.5
(0.9

Total

73559.05

10933

注: 1986年5月6日時点に換算した放出放射能量は約2(1018Bq．
ベラルーシ，ロシア，ウクライナにおけるセシウム沈着量

表13.　ベラルーシにおけるセシウム137汚染１Ci/km2  以上の面積(km2)31
州
汚染レベル, Ci/km2


1～5
5～15
15～40
40以上

ブレスト
3800
470



ビテプスク
35




ゴメリ
16870
6740
2760
1625

グロドノ
1690
12



ミンスク
2030
48



モギリョフ
5490
2900
1450
525

合計
29915
10170
4210
2150

　ベラルーシ，ロシア，ウクライナにおいては，チェルノブイリ事故以降セシウム137の汚染レベルについて厖大な測定がなされてきた．こうした測定によって，これらの国々の数1000におよぶ地点でのセシウム137平均汚染レベルが決定できるようになった．セシウム137の汚染が，

～

 に収まるような地域の面積も確定されてきた．
　セシウム137の汚染レベルは，一般的には以下の６つに区分されている．

· 0.27～0.54 Ci/km2 ( 10 ～ 20 kBq/m2)

· 0.54～1.0  Ci/km2 ( 20 ～ 37 kBq/m2)

· 　1 ～  5  Ci/km2 ( 37 ～185 kBq/m2)

· 　5 ～ 15  Ci/km2 (185 ～555 kBq/m2)

·  15 ～ 40  Ci/km2 (555 ～1480 kBq/m2)

· 　　40 Ci/km2 以上 ( 1480 kBq/m2　以上)
　上記の６区分ごとの，ベラルーシ，ロシア，ウクライナ各国における汚染面積を表13～16に示す．

　これらの表に示したデータと以下の式を使ってまず，ベラルーシ，ロシア，ウクライナに沈着したセシウム137の量が最低どれだけであったかを評価してみよう．
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　ここで，

[image: image51.wmf]min

Q


：全体でのセシウム137最小沈着量（Ci），




：汚染レベルｉの地域（事故直後のセシウム137汚染密度最小値が

）の最小沈着量，




：汚染レベルｉの地域の面積(km2)

　(45)式を使って計算した結果を表17に示す．ベラルーシの場合，
[image: image52.wmf]=
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26万Ciである．
表14　ロシア連邦におけるセシウム137汚染１Ci/km2以上の面積（km2）31
州
汚染レベル, Ci/km2


1～5
5～15
15～40
40以上

ベルゴロド
1620




ブリャンスク
6750
2628
2130
310

ボロネジ
1320




カルーガ
3500
1419



クルスク
1220




リペツク
1690




レニングラード
850




ニズニ･ノブゴロド
15




オリョール
8840
132



ペンザ
4130




リャザン
5210




サラトフ
150




スモレンスク
100




タンボフ
510




ツーラ
10320
1271



ウリヤノフスク
1060




合計
48915
5450
2130
310

表16　ベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナにおけるセシウム137汚染10～37kBq/m2の面積(km2)6
国
汚染レベル，kBq/m2


10～20
20～37

ベラルーシ
60,000
30,000

ロシア
300,000
100,000

ウクライナ
150,000
65,000

　このセシウム137の最小沈着量の値 
[image: image53.wmf]min

Q

をベラルーシの全国度面積（20万7600km2）で割ればベラルーシ全国土平均の最小汚染密度が得られる．
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　UNSCEARがチェルノブイリ事故による集団被曝量の値を評価するときに用いた，ベラルーシの平均汚染密度は39kBq/km2であった20．この値は，ここで(45)式を用いて計算した値，つまり46.3kBq/km2と比べて約20%小さいだけである．

　ベラルーシでの実際の平均汚染密度が1.25Ci/km2より大きいことは明白である．セシウム137によるベラルーシの汚染の総量をもっと正確に評価する簡単な方法を以下に示す．

　チェルノブイリ事故によって沈着したセシウム137の正確な量 Q０はつぎの式で計算できる．




(46)

　ここで，

N
汚染居住区の総数，




i番目の居住区における事故直後のセシウム137汚染密度(Ci/km2)




居住区ｉに属する面積 (km2)

　Q０の値を評価しやすくするために，(46)式を簡略化する．

表15　ウクライナにおけるセシウム137汚染１Ci/km2  以上の面積(km2)31
州
汚染レベル, Ci/km2


1～5
5～15
15～40
40以上

ビンニツィ
1944
38



ボリン
582




ドネプロペトロフスク
38




ドネツク
410




ジトーミル
9192
1780
336
154

イワノ・フランコフスク
606




キエフ
7695
957
546
417

キロボグラド
219




ニコラエフ
24




オデッサ
27




ロブノ
9332
181



スミ
491




テルノポル
357




チェルカッシ
3233
72



チェルニゴフ
2221
135



チェルノフツィ
500
14



ハリコフ
31.4
16



フメルニツスク
319




合計
37205
3177
882
571

　ベラルーシ国内の被災地では人口密度がそれほど大きくは変わらない．同じことは，ロシアでもウクライナでもいえる．さらに，被災地のほとんどの居住区では，住民の数もよく似ていることが分かっている．そこで，

という値を以下のようにして定義する．
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表17　ベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナに沈着したセシウム137量の最小値
汚染レベル区分
Ci/km2
Q, Ci


ベラルーシ
ロシア
ウクライナ

0.27～0.54
(10～20kBq/m2)
16200
81000
40500

0.54～1
(20～37kBq/m2)
16200
54000
35100

1～5
29915
48915
37205

5～15
50850
27250
15885

15～40
63150
31950
13230

40以上
86000
12400
22840

沈着量合計
262315
255515
164760

丸めた値
26万
25.5万
16.5万

　ここで，
S
：被災地の総面積．

　(46)，(47)を組み合わせて，
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(48)

　ここで，

表18　ベラルーシの各汚染区分での平均汚染密度の計算値
汚染レベル区分, Ci/km2
平均汚染密度 Ci/km2

0.27～0.54(10～20kBq/m2)
0.405

0.54～1.0 (20～37 kBq/m2)
0.77

1～5
2.98

5～15
8.58

15～40
24.30

40以上
52.7




：被災地全体で平均化したセシウム137の汚染密度(Ci/km2)

　(48)式から分かるように，

の値は，つぎの式で計算できる．
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(49)

表19　ベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナに沈着したセシウム137の総量
汚染レベル区分
Q, Ci

Ci/km2
ベラルーシ
ロシア
ウクライナ

0.27～0.54
(10-20 kBq/m2)
24300
121622
60810

0.54～1
(20-37 kBq/m2)
23100
77027
50066

1～5
89147
145767
110871

5～15
87259
46761
27259

15～40
102305
51759
21433

40以上
113305
16337
30092

沈着量合計
439414
459273
300531

丸めた値
44万
46万
30万

　この(49)式を使って，
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の汚染レベルの地域について計算した．文献32に示されている

のデータを使って計算し，その結果を表18に示した．

の地域についても，セシウム137の平均の汚染レベルを示してあるが，それはつぎの式で求めたものである．
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　表13～16，および表18に示したベラルーシ，ロシア，ウクライナ各国の被災地での，事故直後の汚染データを使って計算した結果を表19に示す．表17と表19とを比べてみると，セシウム137の沈着量が，(45)式を用いた場合の評価に比べ，ベラルーシで1.7倍，ロシアとウクライナでは1.8倍に増加している．

　表19に示したウクライナでの沈着量には，30kmゾーン内に沈着している厖大な量の放射能が含まれていない．ウクライナ政府の報告７によると，この地域の放射性廃棄物仮埋設地，あるいは土壌や水系の中に合わせて約47万Ciのセシウム137が存在している．この値を考慮し，表19に示したベラルーシ，ロシア，ウクライナに沈着したセシウム137の量，さらには旧ソ連の国外に沈着した量（120万Ci）を合計すれば，チェルノブイリ原発の破壊された原子炉から放出されたセシウム137のおおよその量を評価することができる．その値は287万Ciとなる．さらに，バルト３国やロシア，ベラルーシ，ウクライナ以外の独立国家共同体の国々にも放射能は沈着しているから，それらも考慮すれば，事故前に炉心に蓄積していたうち約300万キュリーのセシウム137が環境に放出されたことになる．この最後の値は，ウクライナ政府による評価の上限値と一致している．

集団被曝量の評価

　すでに述べたように，集団被曝量は(1)式を使って計算できる．この計算を行なうため，つぎの式を使う．




(51)

(6)式で与えられる
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の値を (51)式に代入すると，
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被災地住民の総数Nはつぎのように求めることができる．
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ここで，




：被災地での平均人口密度 (人/km2)

　(52)式と(53)式を組み合わせて，



(54)

　チェルノブイリ事故後70年間にベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災地住民がうける集団被曝量を(54)式を用いて計算し，その結果を表20に示す．この表にはベラルーシ，ロシア，ウクライナに沈着したセシウム137の総量，平均汚染密度，平均人口密度，セシウム137の汚染密度が１Ci/km2である場合に70年間にうける平均被曝量なども示してある．

　表20に示した人口密度は，旧ソ連の1986年版統計ハンドブック33から計算した．表20の評価によれば，集団被曝量がもっとも大きいのはウクライナであり，70年間に6万6000人・Sv（人・シーベルト）となっている．ベラルーシとロシアの集団被曝量は，それぞれ5万5000人・シーベルト，および4万4000人・シーベルトである．また，個人の被曝量がもっとも大きいのは，ベラルーシの住民である．それは，ロシアやウクライナの住民のおよそ３倍の値となっている．

表20　ベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナにおける集団被曝量（70年間）
項目
ベラルーシ
ロシア
ウクライナ

沈着したセシウム137の総量, Ci
440000
460000
300000

セシウム137の汚染密度が0.27 Ci/km2 (10 kBq/m2)以上の総面積, km2
136445
348915
256835

平均汚染密度, Ci/ km2
3.225
1.318
1.168

事故後70年間の平均被曝量：１Ci/ km2の場合

（線量当量，レム）
0.26
0.26
0.26

平均人口密度, 人/km2
48.2
36.6
84.5

被災地住民の総数
6576649
12770289
21702558

集団被曝量, 人・レム
5514520
4376123
6590633

集団線量の丸めた値，人・シーベルト
5.5(104
4.4(104
6.6(104

平均個人被曝量，レム
0.84
0.26
0.30

集団甲状腺被曝量の評価

　ステパネンコ，ツィプ，ガブリリンら34が行なってきた厖大な研究データを利用すれば，ベラルーシ，ロシア，ウクライナの住民についての甲状腺集団被曝量を評価することができる．.
　文献31には，チェルノブイリ原発が核爆発を起こした直後の数日間に測定された甲状腺のよう素蓄積量のデータが記載されている．ロシアの専門家たちはそのデータを使って，ロシア国内の汚染された７つの州（ブリャンスク，ツーラ，カルーガ，オリョール，リャザン，クルスク，レニングラード）の住民367万4000人について甲状腺の集団被曝量を評価し，23万4000人・グレイという値を得ている34．ヨウ素131（131I）の単位汚染量当りの集団甲状腺線量をqth とすると，上の値はqthを評価するために利用できる．

　この仕事を成し遂げようとすれば，まずはロシア連邦の「７つの州」に沈着したヨウ素131の総量を決定しなければならない．それは，つぎの式で求めることができる．
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　ここで，



：ロシア７州に沈着したヨウ素131 の総量




：ロシア７州に沈着したセシウム137 の総量，

(
：セシウム137 とヨウ素131の表面汚染密度の比．７州の汚染地域全体で平均した値．

表21　ベラルーシとロシア連邦における各核種のCs137 に対する比（1986年5月23日換算）35
居住区
131I
103Ru
134Cs
95Zr+95Nb
140La+140Ba
90Sr

ベラルーシ

ゴメリ
3.48
1.74
0.42
4.54
1.97
0.17

モジル
1.16
1.0
0.39
1.06
1.06
0.13

ピンスク
5.68
1.98
0.58
2.28
1.0
—

ジトコビッチi
1.78
3.89
0.53
2.22
1.67
—

ホイニキ
1.62
3.49
0.56
11.2
4.6
0.07

ユロビッチ
1.47
2.50
0.43
6.47
2.21
0.06

ロシア，ブリャンスク州

バルスキー
0.64
0.86
0.54
0.13
0.30
0.11

マカリチ
0.74
0.93
0.4
0.08
0.39
—

ノボジプコフ
0.88
0.85
0.46
0.07
0.38
—

ニコラエフスカ
0.82
0.83
0.55
0.09
0.36
0.008

ベレゾフカ
2.05
1.58
0.55
0.14
0.34
0.008

スビャツク
1.17
1.11
0.56
0.13
0.31
0.03

バルトロメエフカ
0.68
1.0
0.63
0.14
0.06
0.04

ロシア，カルーガ州

ジスドラ
0.91
1.0
0.52
0.03
0.25
—

ミレエボ
0.95
0.85
0.53
0.1
0.37
—

コロジャシ
0.95
1.01
0.56
0.07
0.31
—

ロシア，ツーラ州

ベレフ
1.03
1.34
0.54
0.06
0.23
—

プラフスク
0.55
0.69
0.53
0.06
0.45
—

ドゥボフカ
0.63
1.02
0.54
0.14
0.14
—

ウズロバヤ
1.26
2.55
0.45
0.05
0.26
—

　1986年5月23日にベラルーシとロシアのいくつかの居住区域で実測された ( の値35を表21に示す．表22には，1986年4月26日に換算した値を示す．

　これらのデータから，ロシアとベラルーシでの平均的な ( の値として，それぞれ10，20と評価できる．(=10とし，表14と表18のデータを使うと，ロシアの７つの州に沈着したヨウ素131の総量は224万Ciとなる．ただし，この評価には，１Ci/km2以下の汚染地については考慮していない．

表22　ベラルーシとロシア連邦におけるヨウ素131/セシウム137の比（1986年4月26日換算）

居住区
131I/137Cs

(1986.5.23)
131I/137Cs

(1986.4.26)

ベラルーシ

ゴメリ
3.48
38.9

モジル
1.16
12.96

ピンスク
5.68
63.45

ジトコビッチi
1.78
19.9

ホイニキ
1.62
18.1

ユロビッチ
1.47
16.4

ロシア，ブリャンスク州

バルスキー
0.64
7.15

マカリチ
0.74
8.27

ノボジプコフ
0.88
9.83

ニコラエフスカ
0.82
9.16

ベレゾフカ
2.05
22.9

スビャツク
1.17
13.1

バルトロメエフカ
0.68
7.60

ロシア，カルーガ州

ジスドラ
0.91
10.2

ミレエボ
0.95
10.6

コロジャシ
0.95
10.6

ロシア，ツーラ州

ベレフ
1.03
11.7

プラフスク
0.55
6.14

ドゥボフカ
0.63
7.04

ウズロバヤ
1.26
14.1

　ロシア国内の「７つの州」について，ステパネンコ，ツィプ，ガブリリンら34が求めた集団甲状腺被曝量の値を，ヨウ素131の沈着量で割れば qth の値を計算でき，その値は，2.82(10-12 人・グレイ/Bqとなる．放射性ヨウ素による内部被曝の場合，この値はそのまま2.82(10-12 人・シーベルト/Bqとしてよい．上に示した qth の値がロシア国内の「７つの州」の住民に対して評価された値34であることを強調するために， qth,7と書くことにする．

qth,7 に0.05という甲状腺荷重係数36をかけると，ヨウ素131の単位放出量当りの集団実効線量当量を求めることができ，その値は1.41(10-13人・シーベルト/Bqとなる．UNSCEARも1988年にチェルノブイリ事故の影響を評価し，ヨウ素131の単位放出量当りの集団実効線量当量を求めているが，上に示した最後の値はその値とほとんど一致している．このことは，チェルノブイリ事故による集団甲状腺線量を求めるためにUNSCEAR20，およびステパネンコ，ツィプ，ガブリリンらが用いた方法のいずれもが，科学的にしっかりしたものであることを示している．すなわち， qth,7=2.82(10-12人・シーベルト/Bqを信頼値できる値として使ってよいことを示している．

　qth,7 という係数は人口密度に依存していることに注意しておこう．したがって，ロシアの「７つの州」の平均人口密度と人口密度が異なる場合には，qth,7 につぎの式で補正を加える必要がある．

表25　セシウムとヨウ素の単位放出量当りの集団実効線量当量預託
国あるいは機関
期間
（年）
セシウム134
セシウム137
ヨウ素131



人・シーベルト

ベラルーシ
50

70
1.06(10-12

1.06(10-12
2.42(10-12

2.61(10-12
1.95(10-13

1.95(10-13

ロシア
50

70
8.04(10-13

8.04(10-13
1.82(10-12

1.96(10-12
1.47(10-13

1.47(10-13

ウクライナ
50

70
1.86(10-12

1.86(10-12
4.23(10-12

4.59(10-12
3.38(10-13

3.38(10-13

UNSCEAR，1988
50
3(10-12
6(10-12
1(10-13
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　ここで，
qth
：任意の人口密度についての，ヨウ素131 の単位量の沈着当りの集団甲状腺被曝量(人・シーベルト/Bq)，

qth,7
：ロシアの「７つの州」について得られた，ヨウ素131の単位量の沈着当りの集団甲状腺被曝量（人・シーベルト/Bq)，

(
：問題にする汚染地域の人口密度 (人/km2)，

(7
：ロシア連邦の「７つの州」の汚染地域での人口密度(人/km2)．

表24　チェルノブイリ事故後70年間の集団実効線量当量への各核種の寄与
核種
ベラルーシ
ロシア
ウクライナ

ヨウ素131を除く短半減期核種，人・シーベルト
0.4(104
0.38(104
0.48(104

セシウム134，人・シーベルト
0.86(104
0.68(104
1.03(104

セシウム137，人・シーベルト
4.24(104
3.34(104
5.09(104

ヨウ素131，人・シーベルト*
6.35(104
2.5(104
7.5(104

集団実効線量当量の合計，人・シーベルト
11.85(104
6.9(104
14.1(104

　(56)式で計算したqth を用いてベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災者がうけた集団甲状腺被曝量を評価すると表23となる．これらの評価値はベラルーシ，ロシア，ウクライナの集団甲状腺被曝量の上限値であろう．

　こららの国々へのヨウ素131の総沈着量は，ロシアについては(=10，ベラルーシとウクライナについては(=20としたうえで，表19に示したセシウム137の沈着量データから計算した．

　上の議論から，集団甲状腺被曝量の評価値が正しいかどうかは，ヨウ素131の沈着量の評価値が正しいかどうかに強く依存している．したがって，チェルノブイリ事故被災地でのヨウ素131の沈着量を少しでも正しく評価できるようになれば，集団甲状腺線量の評価を改善できる．表23に示した評価値が示すように，集団甲状腺被曝量がもっとも大きいのはウクライナであり，もっとも小さいのはロシアである．一方，個人がうけた平均甲状腺被曝量がもっとも大きいのはベラルーシ被災地住民である．その値は，ロシアの被災者と比べて6.4倍，ウクライナのそれと比べて2.8倍である．

表23　ベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナの集団甲状腺被曝量

項目
ベラルーシ
ロシア
ウクライナ

ヨウ素131の総沈着量，Ci
880万
460万
600万

汚染地域総面積，km2
13万6445
45万6805
25万6835

平均人口密度， 人/km2
48.2
36.6
84.5

単位沈着量当りの集団甲状腺被曝量，

人・シーベルト/Bq
3.90(10-12
2.95(10-12
6.80(10-12

集団甲状腺被曝量， 人・シーベルト
12.7(105
5.0(105
15.0(105

甲状腺被曝による集団実効線量当量*，

人・シーベルト
6.35(104
2.5(104
7.5(104

甲状腺の平均個人線量， レム
19.3
3.0
6.9

　*：集団甲状腺線量に甲状腺の臓器荷重係数36の値0.05をかけて実効線量当量を求めた．
　表23には，ベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災者がヨウ素131からうけた集団実効線量当量のデータも示した．表24は，集団実効線量当量の合計に，それぞれの放射能がどれほど寄与したかを，表20と表23に示したデータに基づいて計算した結果である．表25には，セシウムとヨウ素の単位沈着量当りの集団実効線量当量預託の値を示した．

ガンと白血病による寿命期間中の死亡率

表26　１シーベルトの全身照射を一度にうけた場合のガンと白血病の死亡リスク
予測モデル
生涯リスク， %
出典

ガン

相対リスク一定モデル
10.9
[37]

被曝時50歳以上ではリスク減少
9.2
[37]

90歳でリスクが０になるよう減少
7.5
[37]

相対リスク一定モデル (UNSCEAR 1988年報告)
9.7
[20]

全身ガン線量モデル (Ｊ・ゴフマン – 1981年)
37.31
[12]

全身ガン線量モデル (Ｊ・ゴフマン – 1990年)
26.64*

25.56**
[18]

[18]

全身ガン線量モデル (Ｊ・ゴフマン – 1994年)
23.37*

22.35**
[38]

[38]

白血病

直線・２次式の線量効果モデル
1.1
[37]

相対リスク一定モデル (UNSCEAR 1988年報告)
1.0
[20]

注： *)
放射線影響研究所(RERF)によるT65DR線量データに基づいた値

    **)
放射線影響研究所(RERF)によるDS86線量データに基づいた値

　ガンと白血病を誘発する放射線のリスク係数について，最新の評価のいくつかを表26に示す．本報告ではUNSCEARが1994年に示したデータ37を用いるが，その値はゴフマンが1994年に示した値38の約２分の１である．
　ガン誘発に関する放射線のリスク係数として，本報告がUNSCEARの値を用いるのは以下の理由による．ガン誘発に関する放射線のリスク係数はガンの自然発生率に比例する．そして，ガンの自然発生率は平均寿命に関係する．ゴフマン38は米国国民の生命表を用いて彼のリスク係数を算出している．しかし，米国人の寿命はベラルーシ，ロシア，ウクライナの寿命33, 39に比べて10年から15年長い．
　UNSCEARはガン誘発に関する放射線のリスク係数を将来引き上げるかもしれないが，それでも，UNSCEARの評価は原爆被爆生存者データに基づいていることを忘れてはならない．原爆被爆生存者たちは，ベラルーシ，ロシア，ウクライナに比べれば，はるかに長い平均寿命を持った国に住んでいる人々である．そのうえ，米国，日本，その他の先進国では一貫して平均寿命が増加しているのに対して，ベラルーシ，ロシア，ウクライナでは一貫して平均寿命が低下している．

確率的影響の予測
　ベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災地で予測される確率的影響の評価を表27に示す．放射線が誘発する甲状腺ガンの発生率と死亡率は，表23に示した集団甲状腺被曝量，およびそれぞれのリスク係数160(10-4Sv-1と16(10-4Sv-1を用いて計算した．

　これらのリスク係数はつぎのようにして求めたものである．国際放射線防護委員会(ICRP)の出版物6036の表B-17（出版物60の132ページ参照）によると，低線量・低線量率の低LET放射線による被曝の場合，致死的な甲状腺ガンのリスク係数は8(10-4Sv-1とされている（ガンマ線やベータ線は，生体中での電離密度が小さい低LET放射線で，アルファ線は高LETである．ここでの評価に関係するのは低LET放射線）ただし，これは線量線量率効果係数（DDREF）を２として得られた値である．急性あるいは亜急性の被曝の場合（チェルノブイリ事故による甲状腺被曝の場合），DDREFは１であり，致死的な甲状腺ガンのリスク係数は２倍の16(10-4Sv-1となる．さらに，甲状腺ガン発生率のリスク係数は，死亡率の10倍とすると，160((10-4Sv-1となる．これらの値を使って表27に示したデータを計算した．
　甲状腺ガンを除くガン死リスクは，1994年にUNSCEARが示したリスク係数評価に用い，致死的な甲状腺ガンについて「修正」した．具体的にいえば，UNSCEARの評価値である1090(10-4Sv--1 という値から，16(10-4Sv-1を差し引いた．こうして，甲状腺ガンを除く致死的ガンのリスク係数は1074(10-4Sv-1 となる．この「修正」リスク係数を，チェルノブイリ事故によるベラルーシ，ロシア，ウクライナでの致死的ガンの評価に用いた．
　白血病死亡率の計算に当たっては，UNSCEARの1994年報告37で示された値，110(10-4Sv-1を使った．
　チェルノブイリ事故についての本報告での評価によれば，ベラルーシの被災地において子供と大人あわせて約２万件の甲状腺ガンが生じる．そのうち１割が致死的である（甲状腺ガンによる2000人の死）．ロシアにおいては放射線誘発の甲状腺ガンが8000件（うち800件は死亡），ウクライナにおいては2万4000件の放射線誘発甲状腺ガン（うち2400件は死亡）と評価された．本報告での集団甲状腺被曝量の評価は上限値を評価しているため，誘発されると予測した甲状腺ガンの数もまた上限値を示している．この表からわかるように，それぞれの国で予測される甲状腺ガンによる死者数は，誘発される白血病の数とほぼ等しいし，甲状腺ガンを除くガンによる死者数に比べれば，約10分の１である．
表28　チェルノブイリ事故によるベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナでのガン影響の予測

(DDREF = 2 の場合)
影響
ベラルーシ
ロシア
ウクライナ

甲状腺ガン（発生数）
10150
4000
12000

甲状腺ガン（死亡数）
1010
400
1200

白血病 (死亡数)
650
380
775

甲状腺ガンを除いたガン（死亡数）
6350
3700
7550

全ガンと白血病の合計
8010
4480
9525

　チェルノブイリ事故の結果，放射線によって誘発される致死的なガンと白血病の数は，ベラルーシ，ロシア，ウクライナ合わせて約４万4000件であり，そのうちベラルーシが1万6030件，ロシアが8960件，ウクライナが1万9050件と評価された．
表27　チェルノブイリ事故によるベラルーシ，ロシア連邦，ウクライナでのガン影響の予測 
(DDREF = 1 の場合)
影響
ベラルーシ
ロシア
ウクライナ

甲状腺ガン（発生数）
20300
8000
24000

甲状腺ガン（死亡数）
2030
800
2400

白血病 (死亡数)
1300
760
1550

甲状腺ガンを除いたガン（死亡数）
12700
7400
15100

全ガンと白血病の合計
16030
8960
19050

　すでに述べたように，本報告での評価はベラルーシ，ロシア，ウクライナという３つ国に住む住民だけを対象としたものである．この地域に沈着したセシウム137の総量は120万Ci（セシウム134 の総沈着量は60万Ci)である．一方，同じ量のセシウム137が旧ソ連国外に沈着している．セシウム137の沈着量が等しいのであるから，旧ソ連国外においても，ベラルーシ，ロシア，ウクライナで誘発されるガン，白血病と同じ数だけのガンと白血病がチェルノブイリ事故によって誘発されるとしよう．そうすると，旧ソ連国外においても4万4000 件のガンと白血病が増加することになるし，旧ソ連を含めた全世界でいうならば，約９万人がガンで死ぬことになる．この数字は，チェルノブイリ事故が生み出す致死的なガンと白血病の数が，広島・長崎の原爆が生んだのと同じ程度であることを意味している．
　もしチェルノブイリ事故のような事故が，平均寿命が長く，人口密度が高い国，たとえば日本のような国で起こった場合には，予測される犠牲者の数ははるかに多くなると考えられる．
　上に議論した数値は，ICRPが，高線量，高線量率での急性被曝について勧告した線量線量率効果係数(DDREF=1)36を使って評価したものである．低線量の慢性被曝の場合には，ICRPはDDREFを 2とするよう勧告している．
　ガンの場合，低線量，低線量率においては，DDREFがほぼ１であることを最新のデータ37, 40, 41は示している．しかし，白血病についてのDDREFは約2.5あるいはそれ以上である37, 41．比較のため，DDREF=2とした場合の確率的影響の評価値を表28に示した．
　本報告の結果は多くの制約の下で得た値であるため，定量的というよりはむしろ定性的なものである．たとえば，ベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災地では，放射線と化学物質汚染との複合的な作用もありそうであるが，そのような効果は考慮していない．このことは，チェルノブイリ事故被災者に観察されている影響とその予測とが大きく食い違っていることの原因である可能性がある．しかしながら，現在のところ，大変強く化学物質汚染をうけた地域で，チェルノブイリ事故の放射線による影響評価を許すような定量的なデータは存在していない．

　ベラルーシ，ロシア，ウクライナの専門家たちは事故直後から被災地において一般的な疾病が著しく増加したことを確認している．しかし，遺伝的影響を含め，ガン影響に比べてむしろ重要かもしれないこうした影響については，必要な情報がないため本報告では取り扱うことができない．

　同時に，チェルノブイリ事故が引き起こしたいくつかの問題に関しては，十分正確なデータがある．80年代末にはすでに，ベラルーシの被災地で小児の甲状腺ガン発生率の増加を示す信頼できるデータが得られていた42,43．現在では，放射線生物学や医学の分野の専門家は，ほとんど例外なく，この増加がチェルノブイリ事故の結果であると認めている44．しかしながら，80年代末には，ロシアやウクライナでは甲状腺ガン死亡率の増加はまだ確認されておらず，多くの国の専門家たちは，ベラルーシでの増加はデータが間違っているせいだと考えていた．
　甲状腺ガン発生率が変化を始める時期に差異があったことは，表23に示したデータからごく簡単に説明できる．すでに述べたように，チェルノブイリ事故による甲状腺被曝がもっとも大きかったのはベラルーシの被災者で，もっとも小さかったのはロシアの被災者であった．そして，放射線が誘発する確率的影響の潜伏期は被曝量に依存していることが知られている．つまり，被曝量が少なければ，潜伏期は長くなるのである．ベラルーシでまず甲状腺ガン発生率の著しい増加が確認され，つぎにウクライナ，そして最後にロシアという順番になったのは，まさにこのためである．
　広島・長崎原爆被爆者の場合には，まず白血病の増加が観察され，その後ガンが増加した．しかし，今日に至るまでベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災者たちの間では白血病の増加がはっきりとは観察されず45-47，広島・長崎原爆被爆者の場合にみられたデータと食い違っている．その理由についても，本報告で示したデータが答えを与えてくれる．ベラルーシ，ロシア，ウクライナで被曝した人々と，広島・長崎原爆被爆者との間で，このような相違が生じたのは以下の理由による．
　広島・長崎原爆被爆生存者の場合，骨髄がうけた被曝量（全身被曝量）と甲状腺がうけた被曝量は実質的にほぼ等しい．広島・長崎原爆被爆生存者で甲状腺ガンよりも白血病が早く発現したということは，骨髄への線量と甲状腺への線量が等しい場合には，甲状腺ガンの潜伏期に比べて白血病の潜伏期が短いということを示している．

　骨髄線量より甲状腺線量の方がはるかに大きいような場合には別の状況が生まれる．表20と表23のデータをみれば，ベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災者の場合，甲状腺がうけた線量は全身被曝量のほぼ10倍あることが明確に示されている．このことこそ，ベラルーシ，ロシア，ウクライナでは，白血病よりガン（甲状腺ガン）の方が早く発現したことの理由であるというのが本報告の見解である．

まとめ
　ベラルーシ，ロシア，ウクライナにおけるヨウ素131とセシウム137の実測データを使って，チェルノブイリ事故がこれらの国でもたらした放射線影響（確率的影響）の評価を行なった．.

　その結果，チェルノブイリ事故がまさに大災害と考えるべきものであるであることを示した．事故の結果，ベラルーシ，ロシア，ウクライナの被災者には約４万4000人のガンと白血病による死者が生じる．
　チェルノブイリ事故による確率的影響の発現の仕方にいくつかの矛盾がみられたが，本研究で得られたデータによって，その矛盾は説明される．
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